
 
令和３年７月１４日 

 

著作権法第６３条第５項に規定する文化庁長官が定める情報及び方法 

（文化庁告示）（案）に関する意見募集の実施について 

 

 

１．趣旨 

令和３年通常国会において「著作権法の一部を改正する法律」（令和３年法律第５２号）

が成立し、一部の規定を除き、令和４年１月１日から施行されることとなっています。こ

れに伴い、文化庁では、新設する著作権法第６３条第５項について必要な告示の整備を行

う予定です。 

このため、行政手続法第３９条に基づき、意見募集を行います。詳細については別紙・

意見募集要領を御覧ください。 

 

２．実施期間（予定） 

令和３年７月１４日（水）～令和３年８月１３日（金） 

 

３．対象となる資料 

 著作権法第６３条第５項に規定する文化庁長官が定める情報及び方法（文化庁告示）（案） 

 

４．資料入手方法 

電子政府の総合窓口（e-Gov）における掲載又は文化庁著作権課における資料配布。 

（※e-Gov のリンクは以下のとおり） 

https://public-comment.e-

gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=185001176&Mode=0 

 

（本件についてのお問合せ先） 

             文化庁著作権課法規係 

電話： ０３－５２５３－４１１１（内線２７７５） 

この度、著作権法第６３条第５項に規定する文化庁長官が定める情報及び方法（文化

庁告示）（案）に関する意見募集を実施しますので、お知らせいたします。 



著作権法６３条第５項に規定する文化庁長官が定める情報及び方法 

（文化庁告示）（案）の概要 

 

１．改正法の内容 

放送番組の中で著作物等を利用する場合、権利者から許諾を得る必要があり、

放送に加え同時配信等（同時配信のほか、追っかけ配信、一定期間の見逃し配

信を含む。以下同じ。）を行おうとする場合には、明確に同時配信等の許諾も

必要となる。他方、放送番組には多様かつ大量の著作物等が利用されていると

ころ、放送及び同時配信等までの限られた時間内に、全ての権利者に対して、

詳細な利用条件等を説明し明確に同時配信等の許諾を得るのは相当の困難が伴

うことが想定される。 

著作権法の一部を改正する法律（令和３年法律第５２号）では、このような

場合における権利処理の円滑化を図るため、著作物の放送及び同時配信等を許

諾することができる者が、放送事業者のうち、同時配信等を業として行い、又

はその者と密接な関係を有する放送同時配信等事業者（密接な関係を有する放

送事業者から放送番組の供給を受けて同時配信等を業として行っている事業者）

が業として行う同時配信等のために放送番組を供給しており、かつ、その事実

を周知するための措置として、文化庁長官が定める方法によって、同時配信等

の実施状況に関する情報として文化庁長官が定める情報を公表しているものに

対し、放送番組での著作物の利用の許諾を行った場合には、当該許諾に際して

別段の意思表示をした場合を除き、当該許諾には同時配信等の許諾を含むもの

と推定する旨の規定（許諾推定規定）を設けることとした。 

（参照条文）著作権法（抄） 

※著作権法の一部を改正する法律（令和３年法律第５２号）による改正後 

第６３条 （略） 

２～４ （略） 

５ 著作物の放送又は有線放送及び放送同時配信等について許諾（第一項の許諾をいう。

以下この項において同じ。）を行うことができる者が、特定放送事業者等（放送事業者

又は有線放送事業者のうち、放送同時配信等を業として行い、又はその者と密接な関係

を有する放送同時配信等事業者が業として行う放送同時配信等のために放送番組若しく

は有線放送番組を供給しており、かつ、その事実を周知するための措置として、文化庁

長官が定める方法により、放送同時配信等が行われている放送番組又は有線放送番組の

名称、その放送又は有線放送の時間帯その他の放送同時配信等の実施状況に関する情報

として文化庁長官が定める情報を公表しているものをいう。以下この項において同じ。）

に対し、当該特定放送事業者等の放送番組又は有線放送番組における著作物の利用の許

諾を行つた場合には、当該許諾に際して別段の意思表示をした場合を除き、当該許諾に

は当該著作物の放送同時配信等（当該特定放送事業者等と密接な関係を有する放送同時

配信等事業者が当該放送番組又は有線放送番組の供給を受けて行うものを含む。）の許

諾を含むものと推定する。 

６ （略） 



 

２．文化庁告示の内容について 

新法第６３条第５項においては、推定を基礎づける事実として、権利者にお

いて、放送事業者が同時配信等を業として行っていることを知ることができる

よう、放送事業者においてその事実を周知するための措置として一定の情報を

公表することを求めることとしており、当該情報及び公表方法の具体的な内容

については、実際のサービスの状況等に照らして柔軟に対応することができる

よう、告示に委任している。 

この度、文化庁長官が定める情報及び方法を以下の通り定めることとする。 

 

（「文化庁長官が定める情報」について） 

権利者が、同時配信等の具体的な実施状況を把握することができるよう、

「文化庁長官が定める情報」として、①同時配信等が行われている放送番組の

名称、②放送番組の放送及び同時配信等の時間帯・期間、③視聴者が同時配信

等を視聴することができる配信プラットフォーム（ウェブサイトやアプリケー

ション）を定めることとする。 

 

（「文化庁長官が定める方法」による公表について） 

放送事業者が、「文化庁長官が定める情報」を権利者が把握し得る方法によ

り公表することが可能となるよう、「文化庁長官が定める方法」として、①各

放送事業者のウェブサイトにおいて公表する方法、②各放送事業者のウェブサ

イトにおいて、各放送同時配信等事業者において公表した情報に関するリンク

やＵＲＬを、当該情報に関するものであることを明示しながら掲載する方法を

定めることとする。 

 

（施行期日） 

令和４年１月１日 

 



著作権法第６３条第５項に規定する文化庁長官が定める情報及び方法

（文化庁告示 （案）に関する意見募集の実施について）

令和３年７月１４日

文 化 庁 著 作 権 課

この度、文化庁では、文化庁告示の制定を予定しています。

このため、本件に関し、行政手続法第３９条に基づき、意見募集を実施いたします。

御意見等がございましたら、下記の要領にて御提出ください。

【１．案の具体的内容】

電子政府の総合窓口（ ）に掲載されています。e-Gov

【２．意見の提出方法】

（１）提出手段 電子メール・ＦＡＸ・郵送

（電話による意見の受付は致しかねますので、御了承ください ）。

（２）提出期限 令和３年８月１３日（金） 必着

（３）宛先

住所：〒１００－８９５９ 東京都千代田区霞ヶ関３－２－２

文化庁著作権課法規係 宛

ＦＡＸ番号：０３－６７３４－３８１３

chosaku@mext.go.jp電子メールアドレス：

（判別のため、件名は【 文化庁長官が定める情報及び方法」への意見】としてく「

ださい。また、コンピューターウィルス対策のため、添付ファイルは開くことが

できません。必ずメール本文に御意見を御記入ください ）。

【３．意見提出様式】

、 。 、以下の項目に従って 御記載ください 記入事項を満たしていない御意見については

受け付けられない場合がありますので、予め御了承願います。

１．個人／団体の別

２．氏名／団体名（団体の場合は、代表者の氏名も御記入ください ）。

３．住所

４．連絡先（電話番号、電子メールアドレスなど）

５．項目名（※）

６．御意見

（※）複数の論点について御意見をお寄せいただく場合には、とりまとめの都合上、

論点毎に別様としてください （１枚１意見、１メール１意見としてください ）。 。

また、お寄せいただいた御意見は最終的に論点毎に整理しますので、どの項目

に関しての御意見か、項目名を明記していただきますようお願い申し上げます。

具体的には、どの項目に対する御意見なのか、以下の項目名から選択し御記入く

ださい。



項目名

１ 「文化庁長官が定める情報」について

２ 「文化庁長官が定める方法」について

＜記入例＞

件名： 文化庁長官が定める情報及び方法」への意見】【「

１．個人

２．××太郎

３．東京都×××××

４．×××＠××× / ０３－××××―××××

５．１ 「文化庁長官が定める情報」について

６．御意見

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【４．備考】

① 様式を満たしていない御意見については、受け付けられない場合がありますので、あ

らかじめ御了承願います。

② 御意見に対して個別には回答致しかねますので、あらかじめ御了承願います。

③ 御意見については、氏名、住所、連絡先を除いて公表されることがあります。なお、

氏名、住所、連絡先については、御意見の内容に不明な点があった場合の連絡以外の

用途では使用しません。

（文化庁著作権課 法規係）


